
平成２４年度平成２４年度平成２４年度平成２４年度 復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等

文部科学省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(14,720) (14,720) (11,040)

0 0 0

＜14,720＞ ＜14,720＞ ＜11,040＞

(7,631) (7,631) (5,723)

889 889 666

＜8,520＞ ＜8,520＞ ＜6,390＞

(0) (0)

430 430 322

＜430＞ ＜430＞ ＜322＞

(0) (0)

18,405 18,405 13,803

＜18,405＞ ＜18,405＞ ＜13,803＞

(0) (0)

1,632 1,632 1,224

＜1,632＞ ＜1,632＞ ＜1,224＞

(0) (0)

11,275 11,275 8,456

＜11,275＞ ＜11,275＞ ＜8,456＞

(0) (0)

7,356 7,356 4,904

＜7,356＞ ＜7,356＞ ＜4,904＞

(0) (0)

4,066 4,066 3,049

＜4,066＞ ＜4,066＞ ＜3,049＞

(0) (0)

22,161 22,161 17,728

＜22,161＞ ＜22,161＞ ＜17,728＞

(0) (0)

11,799 11,799 9,439

＜11,799＞ ＜11,799＞ ＜9,439＞

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

 市  直接 1/2  1    埋蔵文化財調査事業  市内全域  市

 A  -   4  -   2

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

大船渡市大船渡市大船渡市大船渡市 復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画

省庁名： 平成24年8月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

1   A  -   4  -

 -   1  -

 被災学校移転改築事業（越喜来小学校本校舎）
 越喜来地区

越喜来小学校
 市

 直接 1/2

52   A  -   1  -   1  

   遺跡調査事業（震災復興支援）  大船渡市  県  県25  

 市  直接 1/2

1/2

53   A  -   1  -   2   

 
 被災学校移転改築事業（赤崎小学校屋内運動
場）

 赤崎地区
赤崎小学校

 市  市  直接

 A  -   2  -   1  

   被災学校移転改築事業（赤崎中学校本校舎）

 市  直接 1/2

55   A  -   1  -   4

  3   
 被災学校移転改築事業（越喜来小学校屋内運動
場）

 越喜来地区
越喜来小学校

 市

 直接 1/2
 赤崎地区

赤崎中学校
 市  市

54   A

 市  直接 1/2

1/3

57   A  -   2  -   2   

 
 学校施設環境改善事業（学校給食施設の改築）
（共同分）

 立根地区
北部給食セン

ター
 市  市  直接

 学校施設環境改善事業（学校給食施設の改築）
（自校分）

 立根地区
北部給食セン

ター
 市

56  

59  ◆  A  -   1  -   2

  1  -

 -

  1  -58  ◆  A  -

  1
 越喜来小学校移転改築事業（学校用地取得等事
業）

 越喜来地区
越喜来小学校

 市

 市  直接 4/5  1
 赤崎小学校移転改築事業（学校用地取得等事
業）

 赤崎地区
赤崎小学校

 市

 直接 4/5 市



交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

(0) (0)

26,729 26,729 21,383

＜26,729＞ ＜26,729＞ ＜21,383＞

(0) (0)

6,892 6,892 5,513

＜6,892＞ ＜6,892＞ ＜5,513＞

(0) (0) (0)

12,464 12,464 9,348

＜12,464＞ ＜12,464＞ ＜9,348＞

(0) (0)

156 156 124

＜156＞ ＜156＞ ＜124＞

(22,351) (22,351) (16,763) (0) (0)

124,254 124,254 95,959 0 0

＜146,605＞ ＜146,605＞ ＜112,723＞ ＜0＞ ＜0＞

岩手県 担当者氏名

大船渡市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

 -   1  -   4  -

 越喜来地区認定こども園整備事業（用地取得等
事業）（幼稚園分）

 越喜来地区
越喜来こども

園
 市

  1  埋蔵文化財発掘調査迅速化事業

 市  直接 4/5

4/5

61  ◆  A  -   3  -   1  -   1

  1
 赤崎中学校移転改築事業（学校用地取得等事
業）

 赤崎地区
赤崎中学校

 市  市  直接60  ◆  A

78   A

 -

 -   3  -  市  間接 1/2

79  ◆  A  -   4  -   2

  1    越喜来地区認定こども園整備事業（幼稚園分）
 越喜来地区
越喜来こども

園
 県

 直接 4/5 大船渡市  県  県

市町村名 電話番号 ０１９２－２７－３１１１

合計額

都道県名 担当部局名 災害復興局復興政策課



平成２４年度平成２４年度平成２４年度平成２４年度 復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等

農林水産省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(629,000) (629,000) (471,750)

0 0 0

＜629,000＞ ＜629,000＞ ＜471,750＞

(125,000) (125,000) (100,000)

0 0 0

＜125,000＞ ＜125,000＞ ＜100,000＞

(59,000) (59,000) (44,250)

0 0

＜59,000＞ ＜59,000＞ ＜44,250＞

(120,000) (105,000) (82,500)

0 0

＜120,000＞ ＜105,000＞ ＜82,500＞

(5,870,000) (5,136,250) (4,035,625)

0 0

＜5,870,000＞ ＜5,136,250＞ ＜4,035,625＞

(300,000) (150,000) (120,000)

0 0

＜300,000＞ ＜150,000＞ ＜120,000＞

(700,000) (700,000) (525,000)

0 0

＜700,000＞ ＜700,000＞ ＜525,000＞

(300,000) (300,000) (232,500)

0 0

＜300,000＞ ＜300,000＞ ＜232,500＞

(0) (0)

30,000 30,000 22,500

＜30,000＞ ＜30,000＞ ＜22,500＞

(0) (0)

6,000 6,000 4,800

＜6,000＞ ＜6,000＞ ＜4,800＞

(8,103,000) (7,204,250) (5,611,625) (0) (0)

36,000 36,000 27,300 0 0

＜8,139,000＞ ＜7,240,250＞ ＜5,638,925＞ ＜0＞ ＜0＞

岩手県 担当者氏名

大船渡市 メールアドレス

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

大船渡市大船渡市大船渡市大船渡市 復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画

省庁名： 平成24年8月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

3  ◆  C  -   7  -   1

  1  2   C  -   7  -

 -   1  -   1  

 -

 市  直接 1/2 
 新大船渡魚市場整備事業（製氷施設整備、船舶
給水施設整備等）

 大船渡  市

 直接 4/5  1  新大船渡魚市場整備事業(展示施設整備等）  大船渡  市  市

1/2  林道改修事業（林道蛸ノ浦線）  蛸ノ浦

 菌床しいたけ生産施設等整備事業  日頃市  市
 大船渡市農業

協同組合

 -

 直接 4/5

 直接 1/2

1/2

 民間団体等

37   C  -   2  -   1   

 市  市  直接36   C

  1  

 -

 民間団体等  直接

39  ◆  C  -   7  -   2

  2   
 水産業共同利用施設復興整備事業
（水産流通加工施設整備支援）

 大船渡、盛、
末崎、赤崎、綾
里、越喜来、吉

浜

 市38   C  -   7

  1
 水産業共同利用施設復興整備事業
（設備等支援）

 大船渡、盛、
末崎、赤崎、綾
里、越喜来、吉

浜

 市

 農用地災害復旧関連区画整理事業
（復興基盤総合整備事業）

 大船渡・釜石
地区

 県  県  直接 5/9

1/2

46   C  -   1  -   2   

  漁港施設機能強化事業
 千歳、吉浜他

13漁港
 県  市  間接45   C  -   6  -

81  ☆  F  -   1  -   1

  1  62   C  -   5  -

 -

 市  間接 1/2  浦浜地区漁業集落防災機能強化事業  越喜来地区  県

 直接 4/5  1  漁業集落復興効果促進事業  大船渡市  市  市

市町村名 電話番号 ０１９２－２７－３１１１

合計額

都道県名 担当部局名 災害復興局復興政策課



平成２４年度平成２４年度平成２４年度平成２４年度 復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(9,500) (9,500) (7,600)

0 0 0

＜9,500＞ ＜9,500＞ ＜7,600＞

(5,000) (5,000) (4,000)

0 0 0

＜5,000＞ ＜5,000＞ ＜4,000＞

(30,000) (30,000) (24,000)

0 0 0

＜30,000＞ ＜30,000＞ ＜24,000＞

(253,020) (253,020) (221,392)

0 0 0

＜253,020＞ ＜253,020＞ ＜221,392＞

(275,400) (275,400) (240,975)

0 0 0

＜275,400＞ ＜275,400＞ ＜240,975＞

(6,750) (6,750) (5,906)

0 0 0

＜6,750＞ ＜6,750＞ ＜5,906＞

(390) (390) (292)

0 0 0

＜390＞ ＜390＞ ＜292＞

(150,000) (150,000) (112,500)

300,000 300,000 225,000

＜450,000＞ ＜450,000＞ ＜337,500＞

(14,000) (14,000) (10,500)

0 0 0

＜14,000＞ ＜14,000＞ ＜10,500＞

(75,900) (75,900) (56,925)

0 0 0

＜75,900＞ ＜75,900＞ ＜56,925＞

(315,045) (315,045) (275,664)

0 0 0

＜315,045＞ ＜315,045＞ ＜275,664＞

(443,510) (443,510) (388,071)

0 0 0

＜443,510＞ ＜443,510＞ ＜388,071＞

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

大船渡市大船渡市大船渡市大船渡市 復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画

省庁名： 平成24年8月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

5   D  - 1  - 2 

1  4   D  - 1  -

 - 1  - 3  

 

 市  直接 3/5  道路新設・改良事業（永沢線）  大船渡  市

 直接 3/5  道路新設・改良事業（沢田宮野線）  赤崎  市  市

3/5  道路新設・改良事業（吉浜漁港線）  吉浜  市  市  直接

 市  市

 -

 直接 3/4

 直接 3/4

3/4

 市

7   D  - 4  - 1   

6   D

1  

 

 市  直接

10   D  - 5  - 1 

3    災害公営住宅整備事業

 盛・大船渡・末
崎・赤崎・蛸ノ
浦・猪川・日頃
市・綾里・越喜

来

 市9   D  - 4 

  災害公営住宅家賃低廉化事業

 盛・大船渡・末
崎・赤崎・蛸ノ
浦・猪川・日頃
市・綾里・越喜

来

 市

 災害公営住宅整備事業（明神前団地(災））  大船渡

 土地区画整理事業（都市再生事業計画案作成事
業）

 大船渡  市  市  直接 1/2

1/2

12   D  - 17  - 1   

  東日本大震災特別家賃低減事業

 盛・大船渡・末
崎・赤崎・蛸ノ
浦・猪川・日頃
市・綾里・越喜

来

 市  市  直接11   D  - 6  -

14   D  - 23  - 1 

1  13   D  - 20  -

 - 23  - 2  

 

15   D

 市  直接 1/2 
 大船渡地区都市防災推進事業（都市防災総合推
進事業）

 大船渡  市

 直接 1/2  防災集団移転促進事業（事業計画策定費）
 末崎・綾里・越
喜来・赤崎・大

船渡
 市  市

3/4  防災集団移転促進事業（小細浦地区）  末崎  市  市  直接

 防災集団移転促進事業（門之浜地区）  末崎  市  市  直接 3/416   D  - 23  - 3   



交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

(704,717) (704,717) (616,627)

0 0 0

＜704,717＞ ＜704,717＞ ＜616,627＞

(534,600) (534,600) (467,775)

0 0 0

＜534,600＞ ＜534,600＞ ＜467,775＞

(7,000) (7,000) (5,600)

0 0 0

＜7,000＞ ＜7,000＞ ＜5,600＞

(11,000) (11,000) (8,800)

0 0 0

＜11,000＞ ＜11,000＞ ＜8,800＞

(4,250) (4,250) (3,400)

0 0 0

＜4,250＞ ＜4,250＞ ＜3,400＞

(3,000) (3,000) (2,400)

0 0 0

＜3,000＞ ＜3,000＞ ＜2,400＞

(1,380,000) (1,380,000) (1,207,500)

0 0 0

＜1,380,000＞ ＜1,380,000＞ ＜1,207,500＞

(1,150,000) (1,150,000) (1,006,250)

0 0 0

＜1,150,000＞ ＜1,150,000＞ ＜1,006,250＞

(230,000) (230,000) (201,250)

0 0 0

＜230,000＞ ＜230,000＞ ＜201,250＞

(75,000) (75,000) (65,625)

0 0 0

＜75,000＞ ＜75,000＞ ＜65,625＞

(12,060) (12,060) (10,552)

0 0 0

＜12,060＞ ＜12,060＞ ＜10,552＞

(2,160) (2,160) (1,620)

0 0 0

＜2,160＞ ＜2,160＞ ＜1,620＞

(39,000) (39,000) (31,200)

0 0 0

＜39,000＞ ＜39,000＞ ＜31,200＞

(140,000) (140,000) (112,000)

0 0 0

＜140,000＞ ＜140,000＞ ＜112,000＞

 -

 直接 3/4

3/4

 市 

 市  直接

18   D  - 23  - 5 

4    防災集団移転促進事業（田浜地区）  綾里  市17   D  - 23 

  防災集団移転促進事業（崎浜地区）  越喜来  市

 防災行政無線整備事業

 大船渡・末崎・
赤崎・蛸ノ浦・
綾里・越喜来・

吉浜

 市  市  直接 4/5

4/5

20  ◆  D  - 1  - 1  -   2

  1  避難誘導標識等設置事業

 盛・大船渡・末
崎・赤崎・蛸ノ
浦・綾里・越喜

来・吉浜

 市  市  直接19  ◆  D  - 1  - 1  -

22  ◆  D  - 4  - 1 

1  -21  ◆  D  - 1  -

 - 4  - 4  

 -

26   D

 市  直接 4/5  3  防犯灯整備事業

 盛・大船渡・末
崎・赤崎・蛸ノ

浦・猪川・立根・
日頃市・綾里・
越喜来・吉浜

 市

 直接 4/5  1  災害公営住宅駐車場整備事業

 盛・大船渡・末
崎・赤崎・蛸ノ
浦・綾里・越喜

来

 市  市

3/4  災害復興公営住宅等整備事業  大船渡  県  県  直接

 災害復興公営住宅等整備事業  末崎  県  県

 -

 直接 3/4

 直接 3/4

3/4

 県

27   D  - 4  - 5   

 

 県  直接

29   D  - 4  - 7 

6    災害復興公営住宅等整備事業  綾里  県28   D  - 4 

  災害復興型地域優良賃貸住宅供給促進事業  大船渡市  県

 東日本大震災特別家賃低減事業  大船渡市  県  県  直接 1/2

3/4

31   D  - 6  - 2   

  災害復興公営住宅家賃低廉化事業  大船渡市  県  県  直接30   D  - 5  - 2  

33  ◆  D  - 1  - 5 

5  -32  ◆  D  - 1  -

 -

 県  直接 4/5  1  まちづくり連携道路調査事業（道路）  大船渡市  県

 直接 4/5  2  まちづくり連携道路調査事業（街路）  大船渡市  県  県



交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

(24,000) (24,000) (19,200)

0 0 0

＜24,000＞ ＜24,000＞ ＜19,200＞

(1,000) (1,000) (800)

0 0 0

＜1,000＞ ＜1,000＞ ＜800＞

(8,000) (8,000) (6,400)

0 0

＜8,000＞ ＜8,000＞ ＜6,400＞

(13,760) (13,760) (10,320)

0 0

＜13,760＞ ＜13,760＞ ＜10,320＞

(38,818) (38,818) (33,965)

0 0

＜38,818＞ ＜38,818＞ ＜33,965＞

(40,000) (40,000) (32,000)

0 0

＜40,000＞ ＜40,000＞ ＜32,000＞

(6,930) (6,930) (5,544)

0 0

＜6,930＞ ＜6,930＞ ＜5,544＞

(30,000) (30,000) (24,750)

0 0

＜30,000＞ ＜30,000＞ ＜24,750＞

(30,000) (30,000) (24,750)

0 0

＜30,000＞ ＜30,000＞ ＜24,750＞

(50,000) (50,000) (41,250)

0 0

＜50,000＞ ＜50,000＞ ＜41,250＞

(50,000) (50,000) (41,250)

0 0

＜50,000＞ ＜50,000＞ ＜41,250＞

(506,880) (506,880) (405,504)

563,726 563,726 450,980

＜1,070,606＞ ＜1,070,606＞ ＜856,484＞

(0) (0)

30,000 30,000 24,000

＜30,000＞ ＜30,000＞ ＜24,000＞

(0) (0)

90,000 90,000 72,000

＜90,000＞ ＜90,000＞ ＜72,000＞

 - 4  - 4  -34  ◆  D 4/5  1  災害復興公営住宅駐車場整備事業  大船渡市  県  県  直接

 県営住宅システム改修事業  大船渡市  県  県

 -

 直接 1/2

 直接 4/5

3/5

 市

35  ◆  D  - 4  - 4  -   2

 

 市  直接

41   D  - 21  - 1 

4    道路新設・改良事業(小細浦中野線)  末崎  市40   D  - 1 

  公共下水道整備事業（盛川左岸幹線）  赤崎  市

 復興まちづくり道路等修繕事業

 大船渡、盛、
末崎、赤崎、綾
里、越喜来、吉

浜

 市  市  直接 4/5

3/4

43  ◆  D  - 1  - 1  -   4

  防災集団移転促進事業（泊地区）  越喜来  市  市  直接42   D  - 23  - 6  

47   D  - 1  - 5 

1  -44  ◆  D  - 4  -

 - 1  - 6  

 

48   D

 市  直接 4/5  2  災害公営住宅敷地整備事業（既存建物解体）  大船渡  市

 直接 2/3  まちづくり連携道路整備事業
 （主）大船渡綾
里三陸線　越

喜来
 県  県

2/3  まちづくり連携道路整備事業
 （一）崎浜港線

越喜来
 県  県  直接

 まちづくり連携道路整備事業
 （主）大船渡広
田陸前高田線

船河原
 県  県

 -

 直接 4/5

 直接 2/3

2/3

 市

49   D  - 1  - 7   

 -

 県  直接

51  ★  F  - 2  - 1 

8    まちづくり連携道路整備事業
 （一）碁石海岸
線　末崎～碁

石
 県50   D  - 1 

  1  市街地復興効果促進事業  大船渡市  市

 道路改良事業（田浜上地区）  綾里地区  市  市  直接 3/5

3/5

64   D  -   1  - 12   

  道路新設事業（小河原地区）  末崎地区  市  市  直接63   D  - 1  - 11  



交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

(0) (0)

25,000 25,000 20,000

＜25,000＞ ＜25,000＞ ＜20,000＞

(0) (0)

12,000 12,000 9,600

＜12,000＞ ＜12,000＞ ＜9,600＞

(0) (0)

10,000 10,000 8,750

＜10,000＞ ＜10,000＞ ＜8,750＞

(0) (0)

20,000 20,000 17,500

＜20,000＞ ＜20,000＞ ＜17,500＞

(0) (0)

15,000 15,000 13,125

＜15,000＞ ＜15,000＞ ＜13,125＞

(0) (0)

20,000 20,000 17,500

＜20,000＞ ＜20,000＞ ＜17,500＞

(0) (0)

20,000 20,000 17,500

＜20,000＞ ＜20,000＞ ＜17,500＞

(0) (0)

29,800 29,800 26,075

＜29,800＞ ＜29,800＞ ＜26,075＞

(0) (0)

27,363 27,363 20,522

＜27,363＞ ＜27,363＞ ＜20,522＞

(0) (0)

255,360 255,360 223,440

＜255,360＞ ＜255,360＞ ＜223,440＞

(0) (0)

101,369 101,369 88,697

＜101,369＞ ＜101,369＞ ＜88,697＞

(0) (0)

46,125 46,125 40,359

＜46,125＞ ＜46,125＞ ＜40,359＞

(0) (0)

48,840 48,840 42,735

＜48,840＞ ＜48,840＞ ＜42,735＞

  防災集団移転促進事業（浦浜南地区）  越喜来地区  市  市  直接 3/4

 綾里地区  市  市  直接 3/4

76   D  -  23  -   9    防災集団移転促進事業（浦浜東地区）  越喜来地区  市  市  直接 3/4

66   D  -   1  - 14 

13  65   D  -   1  -

 -   4  -   8  

 

67   D

 市  直接 3/5  道路改良事業（小細浦地区）  末崎地区  市

 直接 3/5  道路新設事業（浦浜仲地区）  越喜来地区  市  市

3/4  災害公営住宅整備事業（明神前団地２）
 大船渡町明神

前
 市  市  直接

 災害公営住宅整備事業（赤沢団地）  大船渡町赤沢  市  市

 -

 直接 3/4

 直接 3/4

3/4

 市

68   D  -   4  -   9   

 

 市  直接

70   D  -   4  -  11

 10    災害公営住宅整備事業（上山団地）  大船渡町上山  市69   D  -   4

  災害公営住宅整備事業（平林団地）  末崎町平林  市

 災害公営住宅改修事業  盛地区  市  市  直接 3/4

3/4

72   D  -   4  -  13   

  災害公営住宅整備事業（宇津野沢団地）  盛町宇津野沢  市  市  直接71   D  -   4  -  12  

 -

75   D  -  23  -

77  

  1  73   D  -  15  -

  7  

  8  

 D  -  23  -  10  

 市  直接 1/2  津波復興拠点整備計画作成事業  大船渡地区  市

  防災集団移転促進事業（小河原地区）  末崎地区  市  市  直接 3/4

  防災集団移転促進事業（港・岩崎地区）

74   D  -  23



交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

(0) (0) (0)

1,500 1,500 1,200

＜1,500＞ ＜1,500＞ ＜1,200＞

(6,670,690) (6,670,690) (5,734,157) (0) (0)

1,616,083 1,616,083 1,318,983 0 0

＜8,286,773＞ ＜8,286,773＞ ＜7,053,140＞ ＜0＞ ＜0＞

岩手県 担当者氏名

大船渡市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

80  ◆  D  -   4  -   4  -   3  住宅再建相談会  大船渡市内  県  県  直接 4/5

市町村名 電話番号 ０１９２－２７－３１１１

合計額

都道県名 担当部局名 災害復興局復興政策課



平成２５年度平成２５年度平成２５年度平成２５年度 復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(1,610,000) (1,610,000) (1,408,750)

0 0 0

＜1,610,000＞ ＜1,610,000＞ ＜1,408,750＞

(805,000) (805,000) (704,375)

0 0 0

＜805,000＞ ＜805,000＞ ＜704,375＞

(460,000) (460,000) (402,500)

0 0 0

＜460,000＞ ＜460,000＞ ＜402,500＞

(271,813) (271,813) (237,836)

0 0

＜271,813＞ ＜271,813＞ ＜237,836＞

(0) (0)

129,800 129,800 113,575

＜129,800＞ ＜129,800＞ ＜113,575＞

(0) (0)

442,700 442,700 387,362

＜442,700＞ ＜442,700＞ ＜387,362＞

(0) (0)

238,600 238,600 208,775

＜238,600＞ ＜238,600＞ ＜208,775＞

(0) (0)

238,600 238,600 208,775

＜238,600＞ ＜238,600＞ ＜208,775＞

(0) (0)

391,800 391,800 342,825

＜391,800＞ ＜391,800＞ ＜342,825＞

(0) (0)

871,685 871,685 762,724

＜871,685＞ ＜871,685＞ ＜762,724＞

(0) (0)

506,464 506,464 443,156

＜506,464＞ ＜506,464＞ ＜443,156＞

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

大船渡市大船渡市大船渡市大船渡市 復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画

省庁名： 平成24年8月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

27   D  - 4  - 5 

4  26   D  - 4  -

 - 4  - 6  

 

 県  直接 3/4  災害復興公営住宅等整備事業  大船渡  県

 直接 3/4  災害復興公営住宅等整備事業  末崎  県  県

3/4  災害復興公営住宅等整備事業  綾里

 防災集団移転促進事業（泊地区）  越喜来  市  市

 -

 直接 3/4

 直接 3/4

3/4

 市

42   D  - 23  - 6   

 県  県  直接28   D

10  

 

 市  直接

68   D  - 4  - 9 

8    災害公営住宅整備事業（明神前団地２）
 大船渡町明神

前
 市67   D  - 4 

  災害公営住宅整備事業（赤沢団地）  大船渡町赤沢  市

 災害公営住宅整備事業（平林団地）  末崎町平林  市  市  直接 3/4

3/4

70   D  - 4  - 11   

  災害公営住宅整備事業（上山団地）  大船渡町上山  市  市  直接69   D  - 4  -

74   D  - 23  - 7 

12  71   D  - 4  -

 - 23  - 8  

 

 市  直接 3/4  災害公営住宅整備事業（宇津野沢団地）  盛町宇津野沢  市

 直接 3/4  防災集団移転促進事業（小河原地区）  末崎地区  市  市

3/4  防災集団移転促進事業（港・岩崎地区）  綾里地区  市  市  直接75   D



交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

(0) (0)

329,620 329,620 288,417

＜329,620＞ ＜329,620＞ ＜288,417＞

(0) (0)

331,810 331,810 290,333

＜331,810＞ ＜331,810＞ ＜290,333＞

(3,146,813) (3,146,813) (2,753,461) (0) (0)

3,481,079 3,481,079 3,045,942 0 0

＜6,627,892＞ ＜6,627,892＞ ＜5,799,403＞ ＜0＞ ＜0＞

岩手県 担当者氏名

大船渡市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。
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10    防災集団移転促進事業（浦浜南地区）  越喜来地区  市77   D  - 23 

    

             

           

市町村名 電話番号 ０１９２－２７－３１１１

合計額

都道県名 担当部局名 災害復興局復興政策課


